様式３
事　業　費　積　算　書
	応募者の名称
	


	事業費の区分
	金　　額
	積算金額の内容

	（人件費）
	
	

	
	新規雇用予定の失業者の人件費　　　①
	円
	

	
	
	賃金
通勤手当等
賞与等
社会保険料
	円
円
円
円
	

	
	①の消費税　　　　　　　　　　　　②
	円
	①×0.05

	
	小計　　　　　　　　　　　　　　　③
	円
	①＋②

	
	新規雇用予定の失業者以外の人件費　④
	円
	

	
	
	賃金
	円
	

	
	④の消費税　　　　　　　　　　　　⑤
	円
	④×0.05

	
	小計　　　　　　　　　　　　　　　⑥
	円
	④＋⑤

	人件費合計　　　　　　　　　　　 　　⑦
	円
	③＋⑥

	（その他の事業費）
	
	

	
	その他の事業費　　　　　　　　　　⑧
	円
	

	
	
	
	円
円
円
円
	

	
	⑧の消費税　　　　　　　　　　　　⑨
	円
	⑧×0.05

	その他の事業合計 　　　　　　　　　　⑩
	円
	⑧＋⑨

	事業費総計　　　　　　　　　　　　　 ⑪
	円
	⑦＋⑩

	
	
	

	事業費に対する新規雇用予定の失業者の割合

	
	③ ÷ ⑪ × 100 ＝　　　　　　　％（小数第２位四捨五入）


【留意事項】
１　人件費には、賃金のほか、通勤手当、賞与等（内規等で労働者に対する支給が義務付けられている
　もの）の臨時的な支払、社会保険料（健康保険料、雇用保険料、労災保険料等）に係る事業主負担分
　も含みます。
２　委託事業に従事する既存の社員又は失業者以外の新規雇用者の人件費は、委託事業の範囲で従事した
　事務量に応じた費用とし、その内訳が事後確認できるもののみ対象とします。
３　その他の経費には、事業の実施に必要となる消耗品費、印刷製本費、交通費、通信運搬費、物品・
　機器等のレンタル・リース費、その他事業実施に必要な費用のほか、再委託費も含みます。
４　消耗品以外の物品・機器は、リース又はレンタルで対応してください。
５　記載内容が枠内に収まらない場合は、枠を拡張するか別紙を作成し添付してください。
６　枠を拡張することによって枚数が増えた場合は、余白にページ番号を付けてください。
